
かけはしREPORT 第52期 第2四半期
2017年4月1日〜2017年9月30日

大阪国際空港（伊丹空港）
「伊丹空港」の通称で親しまれる国内線専用の拠点空港。京阪神のほぼ中心にあり、大阪・京都・神戸への
アクセスもよいことから、ビジネスから旅行まで広く利用されています。
ターミナルの屋上にある展望デッキからは豊中、伊丹、池田の街が一望でき、とくに夕陽時には離発着する
飛行機や滑走路のライトと街の光による幻想的なイルミネーションを見ることができます。

伊丹名所図会
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証券コード：4341　　東京証券取引所 市場第二部



財務ハイライト FINANCIAL HIGHLIGHT

通期予想

ここが
POINT

●IP無線関連事業の不振。
●三菱電機株式会社向け陸上端局装置の社内検査、現地調整業務の減少。

減収要因

●携帯端末修理再生の生産性が大幅に改善。
増益要因

前年同期比 1.4％の減 前年同期比 2.6億円増 前年同期比 2.6億円増 前年同期比 2.1億円増
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トップメッセージ TOP MESSAGE

携帯端末修理再生の体制強化と生産性改善により
損益回復が大きく進みました。

代表取締役社長

西岡 伸明

当第2四半期は、IP無線関連事業の不振や三菱電機株式会社向け陸上端局装置の社内検査、現地調整業務の減少などによる減収により、前年同期
と比べ減収となりましたが、経常損益については、携帯端末修理再生の生産性改善が大きく進んだことで改善しました。また、防災無線システム
では、三菱電機株式会社より譲り受けた「市町村防災行政無線システム」の開発投資を進めており、2017年9月には和歌山県和歌山市より「防災
行政無線設備再整備工事」を受注するなど、事業拡大に向け注力しております。これらを含めた各種システム開発、事業領域・市場拡大に向けた
販売促進、社内体制強化などの投資は引き続き積極的に推進してまいります。
これらの結果、当第2四半期連結累計期間の業績は、売上高79億60百万円、営業損失88百万円、経常損失92百万円、親会社株主に帰属する四半
期純損失82百万円となりました。

当第2四半期の概況について

情報通信端末事業では、携帯端末修理再生の生産体制の整備に目途が立ったことで、業績安定化に向け
て更なる生産性の向上を図ります。
情報通信システム事業では、市町村防災行政無線システムをはじめとする各種防災行政無線システム
や河川監視システムなどを中心に防災・減災需要の取込、ラジオ再放送システムなどソリューション製
品の拡販、保守などストックビジネスの確保に取り組みます。
これらにより、2018年3月期の売上高は225億円、営業利益は3億10百万円、経常利益は3億円、親会社
株主に帰属する当期純利益は1億60百万円となる見通しです。

通期の見通しについて

当社グループは株主の皆様に対する利益配分を最重要政策の一つと考えており、中長期的に
配当性向40%を目途とした安定的な配当を維持することを基本的な方針としております。中
間配当につきましては、当初の予想通り1株当たり10円とさせていただきました。期末配当に
つきましては、1株当たり10円を予定しております。

配当について

● 配当の推移
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当第2四半期セグメント別の概況 REVIEW OF OPERATIONS

情報通信端末事業 情報通信システム事業

売上高� 43億35百万円

営業利益�� 4億35百万円

売上高� 36億24百万円

営業損失� � 12百万円
（前年同期比2.0％増）

（前年同期は営業利益1億3百万円）

（前年同期比5.1％減）

（前年同期は営業利益39百万円）

顧客満足度の向上を目指し、付帯商品やサービス
も含めた販売強化に取り組んだ結果、販売台数は
堅調に推移。

携帯端末販売

前期より取り組んできた体制の強化、生産性改善
が大きく進み、利益改善に寄与。

携帯端末修理再生

店舗運営システム異業種へ拡販
（写真はmineoショップ渋谷店）

携帯ショップ「お客様にお選びいただける店舗
創り」を推進

運輸・交通システムEXPO2017に出展
（東京ビッグサイト）

危機管理産業展に出展
（東京ビッグサイト）

◀今後の取り組み▶
地域密着の店舗施策、スタッフ増員・育成などで、
顧客満足度の向上を目指し、「お客様にお選びい
ただける店舗創り」を推進。

携帯端末販売

全国のドコモショップ及び官公庁・小売業など異
業種への拡販にも引き続き注力。

店舗運営システム

技能スタッフの最適配置、多能工の育成等、業績
安定化に向けて更なる生産性の向上を図る。

携帯端末修理再生

販売台数は790台を突破。東京都世田谷区や
mineoショップでも採用いただく。

店舗運営システム

大口案件が増加。三菱電機株式会社より譲り受け
た「市町村防災行政無線システム」等、新規事業
拡大に向けた開発投資、販売促進投資を積極的
に推進。

官公庁向け

IP無線機器の販売台数減少や三菱電機株式会社
向け陸上端局装置の社内検査、現地調整業務が
減少。

民間向け

各種防災行政無線システムやトンネル内ラジオ
再放送システム等、既存分野における拡販のほ
か、水処理など当社にとって未参入分野への事業
拡大を図るべく注力。市町村防災行政無線システ
ム等、事業拡大に向けた開発投資は引き続き積
極的に推進。

官公庁向け

2017年6月に発売した「SoftBank601SJ」をはじ
めIP無線関連ソリューションの更なる需要の取り
込みに注力。

民間向け

◀今後の取り組み▶

情報通信
端末事業

54.5％
情報通信
システム事業

45.5％



トピックス TOPICS

和歌山市より「防災行政無線設備再整備工事」を受注 NEXCO西日本中国支社より安全優良表彰を受けました

和歌山県和歌山市より11.8億
円（JV方式）、4.5ケ年の工期で

「防災行政無線設備再整備工
事」を受注しました。2016年度
に「市町村防災行政無線システ
ム」の事業を三菱電機株式会
社より譲り受け、事業拡大に向
け取り組みを進めてきたとこ
ろ今般受注に至ったものです。
今後も全国の自治体の多様化
するニーズにお応えすること
で社会的責任を果たしていく
とともに、防災・減災に役立つ
製品開発等への投資を継続的
に行うことにより付加価値を向
上し、住民の皆様の更なる安心・安全の確保に貢献してまいります。

中 国・山 陽 自 動 車 道 に
CCTV（監視カメラ）システ
ムやラジオ再放送システ
ムを納入した中国支社管
内トンネルCCTV設備更
新工事において、西日本高
速道路株式会社（NEXCO
西日本）中国支社の安全
活動組織、安全協議会よ
り表彰をいただきました。
多数の施工箇所や夜間工
事・規制工事等の制約が多
くある中、無事故で計画通
り工事を納めたことが評
価されたものです。今後も引き続き、安全衛生管理水準の向上に努
めてまいります。

auショップららぽーとEXPOCITYが表彰されました

auショップららぽーとEXPOCITYが、1年間継続して最高評価の営
業成績を収めたことから、KDDI株式会社より「2016年度優秀店
舗」として表彰されました。更には、2017年度上期「MNP・スマート
バリュー部門」において関西426店舗中第1位を獲得しました。MNP

（携帯電話番号ポータビリティ）における販売台数とスマートバ
リュー獲得率が何れも上位の成績を収めたことによるものです。こ
れからも、サービ
ス向上に努め地
域のお客様に愛
される「お客様に
お選びいただける
店舗創り」を実践
してまいります。

店舗運営システムを東京都世田谷区に納入

店舗運営システム（発券機システム）を、東京都世田谷区に納入しま
した。申請受付から書類の交付までを同じ番号でご案内・手続きを
行う機能を新たに追加し、待ち時間を短縮することで区民サービス
の向上につなげたほか、待ち時間・対応時間のデータ分析により、
職員の皆様の一層の業務改善・効率化にも貢献しています。さら
には、広告代理店との連携により、広告用モニターと番号案内モニ
ターを隣接して設置。広
告料金や行政財産使用
料といった税外収入で
通信料金やメンテナン
ス費用が賄えるといった
メリットも実現しました。

現在稼動中の防災行政無線システム



商 号 西菱電機株式会社
SEIRYO ELECTRIC CORPORATION

本 社 所 在 地 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木3丁目5番33号
設 立 1966年12月6日
資  本  金 5億23百万円
代 表 者 代表取締役社長 西岡 伸明
主要取引銀行 三菱UFJ信託銀行株式会社、株式会社三菱東京UFJ銀行、

株式会社三井住友銀行
役 　 　 員 代表取締役社長 西岡　　伸明 常 勤 監 査 役 竹内　　　徹

専 務 取 締 役 後呂　　勝博 社 外 監 査 役 稗田　　　勝
常 務 取 締 役 西井　　希伊 社 外 監 査 役 國枝　　雅之
取 締 役 濱津　　俊男
取 締 役 加藤　　雅敏
取 締 役 金井　　　隆 
社 外 取 締 役 小西　新太郎

主な事業所
本社 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木 3-5-33 
猪名寺事業所 〒661-0981 兵庫県尼崎市猪名寺 1-35-15 
大阪支社 〒530-0004 大阪府大阪市北区堂島浜 2-2-8 
東京支社 〒105-0012 東京都港区芝大門 1-1-30
神奈川営業所 〒220-0005 神奈川県横浜市西区南幸 2-20-5
東日本端末修理センター 〒135-0062 東京都江東区東雲 1-7-12
携帯電話ショップ
ドコモショップ千里中央店 〒560-0082 大阪府豊中市新千里東町 1-3  せんちゅうパル 2F
ドコモショップ宝塚山本店 〒665-0882 兵庫県宝塚市山本南 1-26-28
ドコモショップ イオンモール伊丹店 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木 1-1-1  イオンモール伊丹 4F
ドコモショップ ららぽーとEXPOCITY店 〒565-0826 大阪府吹田市千里万博公園 2-1  ららぽーとEXPOCITY 1F
ドコモショップ山田南店 〒565-0822 大阪府吹田市山田市場 10-5
ドコモショップ イオンモール猪名川店 〒666-0257 兵庫県川辺郡猪名川町白金 2-1  イオンモール猪名川 2F
auショップ ららぽーとEXPOCITY 〒565-0826 大阪府吹田市千里万博公園 2-1  ららぽーとEXPOCITY 1F
auショップ明石 〒673-0892 兵庫県明石市本町 2-1-1 インティ明石ビル 1F
auショップ イオンモール伊丹 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木 1-1-1  イオンモール伊丹 3F
auショップ トナリエ南千里 〒565-0862 大阪府吹田市津雲台 1-1-30  トナリエ南千里 1F
auショップ五條 〒637-0043 奈良県五條市新町 1-7-5
コムテックプラザ千里中央店 〒560-0082 大阪府豊中市新千里東町 1-5-2  千里セルシー 2F
パソコンショップ
PC DEPOT 箕面店 〒562-0033 大阪府箕面市今宮 1-8-22
グループ会社
コムテックサービス株式会社 〒530-0004 大阪府大阪市北区堂島浜 2-2-8
西菱電機フィールディング株式会社 〒220-0005 神奈川県横浜市西区南幸 2-20-5
西菱電機エンジニアリング株式会社 〒664-0837 兵庫県伊丹市北河原 1-2-7
鳥取西菱電機株式会社 〒680-0835 鳥取県鳥取市東品治町 102

決 算 期 日 3月31日
定 時 株 主 総 会 6月下旬
剰 余 金 の 配 当 期末配当受領株主確定日 3月31日

中間配当受領株主確定日 9月30日
株 主 確 定 基 準 日 定時株主総会 3月31日

その他必要がある場合は、取締役会で決議し、
あらかじめ公告して基準日を定めます。

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
0120-094-777

公 告 の 方 法 電子公告の方法により行います。
ただし、やむを得ない事由により電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載します。
公告掲載URL http://www.seiryodenki.co.jp/

株 式 の 状 況 発行可能株式総数・・・・・・・・・・・・・・・ 12,000千株
発行済株式の総数・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,500千株
株主数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,481名

大 株 主

所有者別株式分布状況

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）
三 菱 電 機 株 式 会 社 812 23.21
西 岡  伸 明 614 17.55
西 岡  孝 280 8.00
西 菱 電 機 従 業 員 持 株 会 122 3.49
株式会社三菱東京UFJ銀行 83 2.37
株 式 会 社 コ ン セ プ ト 62 1.77
三菱UFJ信託銀行株式会社 59 1.68
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 48 1.37
秦 　 　 康 明 41 1.17
後 呂 　 勝 博 40 1.14

※ 持株比率は、自己株式（1,795株）を控除して計算しております。
※ 株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

※ 自己株式1,795株は「個人・その他」に含めて計算しております。 
※ 株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

（ご注意）
1.株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社

等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信
託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2.特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっております
ので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行の全国各支店でも
お取次ぎいたします。

3.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

（2017年9月30日現在）

（2017年9月30日現在）

会社概要

株式情報

事業所紹介

株主メモ

金融商品取引業者
26千株　14名

金融機関
206千株　6名

その他の法人
927千株　18名

外国法人等
0.7千株　4名

個人・その他
2,338千株
1,439名

合計
3,500千株
1,481名


